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1背景・概要

ｏ国の実証事業で開発した転送遮断システムについては、2019年4月から運用容量の算出に適用

ｏ今回、国の補助事業で電制対象の追加を進めているため、運用容量の織込みについて整理
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2転送遮断による電制量の運用容量の織込みについて
ｏ中国九州間連系線の運用容量について
・ 国の補助事業で転送遮断システムの電源制限対象に追加する電源については、2026年4月から運
用容量に反映予定※

（中国九州間連系線の運用容量（中国向）のうち、九州系統の周波数上昇側の算出に用いる電源制限対象分として織込み）
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※ 補助事業の目標と同程度の効果量となる見込み



3再エネ電制量の下振れ時における対応について

ｏ今回電制電源対象に再エネを追加しており、当日の再エネ出力下振れにより電制量が十分に確保でき
ない場合、中国九州間連系線事故時に系統の周波数維持が困難となる。

ｏそのため、再エネ電制（PV）の織りこみ量に、前々日時点の誤差リスクを見込んだ数値（２σ値）を
用いることから頻度は少ないと考えられるものの、再エネ下振れにより周波数維持に必要な電制量が
確保できないことが想定されるため、対応方法について整理

※ 風力の織り込み量については、電制対象は洋上風力であるが、現時点では実績との乖離に関する知見が少ないため、調整係数を
用いて陸上風力と同程度の出力として織込み（洋上風力の安定性を踏まえ最低限見込める出力として織込み）
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4再エネ電制量の下振れ時における対応について
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九州上昇中西低下
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ｏ当日の再エネ出力下振れにより電制量が十分に確保できない場合は運用上の対応が必要となることか
ら、広域機関見解に基づき下記の通り対応する
(1) 下振れが空き容量以内の場合については、運用容量の減少処理を実施
(2) 下振れが空き容量超過の場合については、隣接会社と相殺潮流対応※を実施

※ 送配電等業務指針（221条 緊急時の発電設備等の出力の調整）
混雑が発生した連系線に隣接する一般送配電事業者の供給区域の一般送配電事業者は（中略）必要に応じ、当該連系線の
潮流を抑制する相殺潮流が流れるよう一般送配電事業者が調整力としてあらかじめ確保する発電設備等の出力の調整を行う。



5（参考）再エネ電制量の下振れ頻度の試算結果について
ｏ周波数決定要因が九州上昇側となるコマについては、再エネが下振れ（再エネ電制量が減少）した

場合、運用容量が減少する方向へ作用する
ｏ2025年3～6月の期間において、周波数決定要因が九州上昇側となるコマ（九州側コマ）かつ前々
日想定のPV予測を実績が下回る頻度を調査した結果、該当コマは調査対象コマの２％（3７コマ、
４日）であった
ｏ更に、混雑対応（相殺潮流対応）が必要となる可能性があるコマ（対応必要コマ）はこのうち１％
（１４コマ、３日）であった
ｏ上記実績から、対応が必要となる断面は限定的であることを確認

対象コマ 全コマ 「九州側コマ」※１のみ 「対応必要コマ」※２のみ

コマ数比率
（コマ数・日数）

6%
（１１６コマ・１２２日）

2％
(3７コマ・４日)

1％
（１４コマ・３日）

※１ 今回追加の電制対象を織り込んだ状態で決定要因が九州上昇側、あるいは再エネ下振れにより決定要因が九州上昇側となったコマ

※２ 計画潮流の実績＝現状の運用容量であり、再エネ下振れが空き容量以上となって対応が必要となる可能性があるコマ

[前々日想定のPV予測(下振れ2σ)を実績が下回る頻度]
（2025年3～６月の８～16時:1952コマ・122日）
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